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希望者全員の 65 歳までの雇用を義務付 

 
 ◆来年４月１日施行 
８月 29 日に「高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律の一部を改正する法律」（改正高年齢者雇用安定法）

が成立しました。この改正法は、来年４月１日から施

行されます。 
 
◆改正法の主な内容 
（１）継続雇用の対象者を限定できる仕組みの廃止 
現在、65 歳未満の定年を定めている企業が、高年齢

者雇用確保措置として「継続雇用制度」を導入する場

合、継続雇用の対象者を限定する「基準」を労使協定

で定めることができますが、この仕組みが廃止され、

希望者全員を継続雇用の対象とすることが義務付けら

れるようになります。 
なお、厚生年金（報酬比例部分）の受給開始年齢に

到達した以降の者を対象として、上記の「基準」を引

き続き利用できる経過措置（12 年間）が設けられてい

ます。 
（２）継続雇用先企業の範囲の拡大 
定年を迎えた高年齢者の継続雇用先を、自社だけで

はなくグループ内の会社（子会社、関連会社等）まで

広げることができるようになりました。 
なお、この場合には、継続雇用について事業主間に

おける契約が必要とされます。 
（３）違反企業名の公表規定の導入 
高年齢者雇用確保措置（定年の引上げ、継続雇用制

度の導入、定年の定めの廃止のいずれか）を実施して

いない企業に対して、労働局・ハローワークが指導・

勧告を行い、それでも違反が是正されない場合には企

業名を公表することがあります。 
 
◆実務上重要となる「指針」の策定 
今後、事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実

施・運用に関して、「指針」が策定される予定です。 
この指針では、「業務の遂行に堪えない人」（健康状態

の悪い人、勤務態度の悪い人等）をどのように取り扱う

か（継続雇用の対象から外してよいか）などが定められ

る予定ですので、実務上は非常に重要となります。 
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「仕事・転職・キャリア意識」の調査 

 
◆所得増加は「将来の貯蓄」のため 
株式会社キャリアデザインセンターが実施した「仕

事・転職・キャリア意識に関する調査」（25～34 歳・大

卒以上の若手社員 620 名が対象）によると、前年と比べ

て現在の年収が「増加した」とする回答が約 4 割に達し、

「減少した」は約 1 割にとどまったことがわかりました。 
現在よりも明確に所得を上げたいと回答した人の割合

は約６割となり、理由としては「将来のための貯蓄」を

挙げています。 
消費の節約を積極的に行いたいと考える人は前回調査よ

りも増加しているとのことで、若手社員の堅実な特徴が

うかがえます。 
 
◆転職意識はあるが社内での昇進にも意欲 
転職については、８割以上の人が「より良い会社があ

れば、現在の会社を辞めて転職してもよい」と考えてい

るという結果になりました。 
一方、出世や昇進への意欲・関心は最近の調査で上昇

傾向です。。10 年後も現在の会社で仕事を続けるイメー 
 

 

〒２７６－００２０  八千代市勝田台北３－９－２５  
 

    ＴＥＬ・ＦＡＸ  ０４７－４８６－８２００ 
Ｅ－ｍａｉｌ：ｏｔｓｕｋａ_ｋｅｉｅｉ＠ｙｂｂ.ｎｅ.ｊｐ 

     ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｏｔｓｕｋａ－ｋｅｉｅｉ．ｃｏｍ/    

 
 

            
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
 
 

 
ジを持つ人が増加し、最近５年間では最も高い値とな

っています。 
 
◆「リーダー経験」より「専門性向上」を重視 
働く理由としては、「自分の生活のため」「自由に使え

るお金を得るため」「将来の貯蓄のため」が上位に挙が

っており、「自分の成長のため」「周囲の人から認められ

たい」等の理由は減少傾向にあります。 
仕事においては、「リーダー経験」よりも「専門性向

上」を重視する傾向が強く、「優秀な上司」が仕事上の

成長要素として必要であるという意見は前回調査より

も増加しました。 
また、仕事の目標として、「社外でも通用する経験・

能力を身につける」「年収を上げる」が上位に挙がって

いますが、「社内外の人脈作り、社内評価」を目標とす

る人の割合が増えています。 
 
◆若手社員は安定志向か？ 
今どきの若手社員は、「より条件が良い会社があれば

転職したい」という気持ちは持ちつつも、貯蓄等を目的

として社内での昇進への意識も高く、終身雇用制度への

支持も高いなど、実際には安定志向の面が見られます。 
慎重・堅実タイプの若手社員をいかに活用できるか

は、企業において今後の課題となるでしょう。 
 

 

「改正労働契約法」のポイント 

 

 ◆今後の人事労務管理に大きな影響 
８月３日に国会で成立した「改正労働契約法」が、同

年８月 10 日に公布されました。 
この改正法は「有期労働契約」に関する新しいルールを

定めるものであり、企業における有期労働契約者の人事

労務管理に大きな影響を与えるものです。 
 
◆改正法が定める３つのルール 
（１）有期労働契約の無期労働契約への転換 
有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたと

き、労働者の申込みがあった場合には、労働者に「無期

転換申込権」が発生し、これを行使した場合には、使用 
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者はこれを承諾したものとみなされます。 
つまり、５年を超えて有期労働契約が反復更新された

場合には、これを期間の定めのない労働契約（無期労働

契約）に転換しなければならないのです。 
なお、原則として、６カ月以上の「空白期間」（クーリ

ング期間）がある場合には、前の契約期間を通算しない

こととされています。 
（２）「雇止め法理」の法定化 
最高裁判所の判例で確立しているとされている「雇止

め法理」に関して、その内容が法律に規定されました。

一定の条件を満たした場合には、使用者による労働者の

雇止めが認められないことになります。 
（３）期間の定めがあることによる不合理な労働条件の

禁止 
有期契約労働者と無期契約労働者との間で、期間の定

めがあることによる不合理な労働条件の相違を設けるこ

とが禁止されます。 
 
◆改正法の施行日と実務対応 
上記改正内容の施行日ですが、（２）については公布日

（８月 10 日）から施行されています。（１）・（３）につ

いては公布日から起算して１年を超えない範囲内で施行

されます。 
企業としては、人件費等に関して大きな負担が生じる

可能性のある改正です。また、就業規則や雇用契約書の

作成・見直し、契約更新を行わない有期労働契約者への

雇止めの通知等、今後の実務対応も重要となります。 
 
 
10 日 
○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 
○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出 
31 日 
○ 労働者死傷病報告の提出＜休業 4 日未満、7 月~9 月分＞ 

○ 健保・厚年保険料の納付 
○ 労働保険料の納付＜延納第 2 期分＞ 

～当事務所よりお知らせ～  

 １０月控除分の社会保険料から、新料率の保険料 

 （定時決定）が適用されます。 

 ご注意ください。 
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１０月の税務と労働の手続き続 
 


